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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一端に試料を受け入れる入口を有する試験容器と、前記入口から前記試験容器に挿入さ
れて用いられるイムノクロマトグラフィー用試験具とを備え、
　前記試験具が、前記試験容器に収容された前記試料に浸漬される試料添加部と、前記試
料中の被検出物質と抗原抗体反応を生じる標識物質を保持する標識保持部と、前記被検出
物質と抗原抗体反応を生じる固定化用物質が固定された判定部とを備え、
　前記試験容器の内壁は、前記試験具の前記試験容器の内壁への付着を防止するための内
壁付着防止部を備え、
　前記内壁付着防止部は、前記試験容器の底に向かうにつれて前記試験容器の内壁から遠
ざかる斜面を有し，前記斜面と前記試験容器の内壁の間に，前記試験容器の転倒時に前記
試料が溜まる液溜まり部が形成されるように構成されるイムノクロマトグラフィー用キッ
ト。
【請求項２】
　一端に試料を受け入れる入口を有する試験容器と、前記入口から前記試験容器に挿入さ
れて用いられるイムノクロマトグラフィー用試験具とを備え、
　前記試験具が、前記試験容器に収容された前記試料に浸漬される試料添加部と、前記試
料中の被検出物質と抗原抗体反応を生じる標識物質を保持する標識保持部と、前記被検出
物質と抗原抗体反応を生じる固定化用物質が固定された判定部とを備え、
　前記試験容器の内壁は、前記試験具の前記試験容器の内壁への付着を防止するための内
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壁付着防止部を備え、
　前記内壁付着防止部は、前記試験容器の入口よりも開口が小さい貫通孔を有する部材で
構成され、かつ前記試験容器の底に向かって先細りである錐台形であり、前記内壁付着防
止部の錐台形の斜面と前記試験容器の内壁の間に，前記試験容器の転倒時に前記試料が溜
まる液溜まり部が形成されるように構成されるイムノクロマトグラフィー用キット。
【請求項３】
　前記内壁付着防止部が、リング状部材又は擬似リング状部材で構成される請求項２に記
載のキット。
【請求項４】
　前記貫通孔の開口は、細長い形状であり、かつ前記試験具が前記貫通孔に挿入されたと
きの前記試験具の回転可能な範囲が＋／－４５度以下であるように構成されている請求項
２に記載のキット。
【請求項５】
　前記試験容器が、端部に前記内壁付着防止部を有する貫通筒状部材と、前記貫通筒状部
材の前記端部に連結され、前記試料を収容可能な有底筒状部材とで構成される請求項２に
記載のキット。
【請求項６】
　イムノクロマトグラフィー用試験具により、被検出物質が検出される試料を収容するた
めの試験容器であって、一端に試料を受け入れる入口を有し、かつ前記試験具の前記試験
容器の内壁への付着を防止するための内壁付着防止部を、前記試験容器の内壁に備え、
　前記内壁付着防止部は、前記試験容器の入口よりも開口が小さい貫通孔を有する部材で
構成され、かつ前記試験容器の底に向かって先細りである錐台形であり、前記内壁付着防
止部の錐台形の斜面と前記試験容器の内壁の間に，前記試験容器の転倒時に前記試料が溜
まる液溜まり部が形成されるように構成される試験容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、イムノクロマトグラフィー用キット及びイムノクロマトグラフィーに用いる
試験容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　血液、血清、咽頭拭い液、鼻腔拭い液、鼻汁、尿などの体液を検体として用いて、簡易
に各種疾患の検査を行う方法としてイムノクロマトグラフィーを用いる方法がある。
【０００３】
　イムノクロマトグラフィーは、試料中の被検出物質（病原性ウィルスなど）を検出する
ためのイムノクロマトグラフィー用試験具と、前記試料を収容できる試験容器とからなる
イムノクロマトグラフィー用キットを利用して行うことができる。前記試験具は、通常、
基材上に、試料に浸漬される試料添加部と、試料中の被検出物質と抗原抗体反応を生じる
標識物質を保持する標識保持部と、被検出物質と抗原抗体反応を生じる固定化用物質が固
定された判定部とを備える。
【０００４】
　従来のイムノクロマトグラフィー用キットは、通常、試験容器内に試料を注入し、さら
に、試験容器内に試験具を挿入した後、試験容器を机の上に置かれた収容ケースなどの試
験容器立てに配置し、２０分程度放置し、その後、試験容器を試験容器立てから取り出し
て被検出物質の存在を示すラインの存在の有無を確認するという方法で使用される。この
検査中に試料は、上記試験具の、試料添加部、標識保持部及び判定部を通って流れる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、試験容器に挿入された試験具の基材が試験容器の内壁に貼り付くと、毛管現象
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により基材と試験容器との間を試料が流れることがある。この場合、試料添加部、標識保
持部及び判定部を通って流れる試料の量が減少し、適切な検査が行えない場合がある。ま
た、判定部等が形成された面が試験容器の内壁に貼り付いた場合も、検査精度が低下する
ことがある。
【０００６】
　また、試験容器立てに試験容器を配置する際や、上記ラインの存在の有無を確認する際
などに、うっかりと試験容器を傾けたり、転倒させたりしてしまうことがある。このとき
、試験容器中の試料が飛び出し、検出結果を得られないことがある。この場合、再び被験
者から体液を採取し、再検査を行わなければならない。また、試験容器中の試料が漏出す
ることにより、検査を行う者が試料に触れてしまう可能性がある。
【０００７】
　本発明はこのような事情に鑑みてなされたものであり、試験容器の内壁への試験具の貼
り付きを防止することができるイムノクロマトグラフィー用キットを提供するものである
。
【０００８】
　　更に本発明は、傾けたり転倒したりした場合でも、収容した試料の漏出を防止できる
試験容器を有するイムノクロマトグラフィー用キットを提供するものである。
【課題を解決するための手段及び発明の効果】
【０００９】
　本発明のイムノクロマトグラフィー用キットは、一端に試料を受け入れる入口を有する
試験容器と、前記入口から前記試験容器に挿入されて用いられるイムノクロマトグラフィ
ー用試験具とを備え、前記試験具が、前記試験容器に収容された前記試料に浸漬される試
料添加部と、前記試料中の被検出物質と抗原抗体反応を生じる標識物質を保持する標識保
持部と、前記被検出物質と抗原抗体反応を生じる固定化用物質が固定された判定部とを備
え、前記試験容器が、前記試験具の前記試験容器の内壁への付着を防止するための内壁付
着防止部を備える。
【００１０】
　このキットの試験容器は、試験容器の内壁への付着を防止するための内壁付着防止部を
備えている。従って、このキットを用いて検査を行う場合、毛管現象により基材と試験容
器との間を試料が流れるのを防止することができ、適切で精度の高い検査を行うことがで
きる。
【００１１】
　好ましくは、本発明の試験容器に備えられる内壁付着防止部は、前記試験容器の内壁又
は入口に設けられ，前記試験容器の底に向かうにつれて前記試験容器の内壁から遠ざかる
斜面を有し，前記斜面と前記試験容器の内壁の間に，前記試験容器の転倒時に前記試料が
溜まる液溜まり部が形成されるように構成される。この場合、このキットを用いて検査を
行っているときに、誤って試験容器を傾けたり、転倒させたりした場合でも、収容した試
料の試験容器外への漏出を防止することができる。
【００１２】
　　好ましくは、本発明の試験容器に備えられる内壁付着防止部は、前記試験具が挿入さ
れる細長い開口又は溝を有し，前記細長い開口又は溝は，この細長い開口又は溝に前記試
験具が挿入されたときの前記試験具の回転可能な範囲が＋／－４５度以下になるように構
成される。この構成によれば、試験具の自由回転可能な範囲が制限され、試験具の向きが
ある程度定められる。従って、特定の方向から検査結果を確認することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施形態を図面を用いて説明する。図面は、説明の便宜のために用いら
れるものであり、本発明の範囲は、図面に示す実施形態に限定されない。
【００１４】
　本発明の一実施形態のイムノクロマトグラフィー用キットは、一端に試料を受け入れる
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入口を有する試験容器と、前記入口から前記試験容器に挿入されて用いられるイムノクロ
マトグラフィー用試験具とを備え、前記試験具が、前記試験容器に収容された前記試料に
浸漬される試料添加部と、前記試料中の被検出物質と抗原抗体反応を生じる標識物質を保
持する標識保持部と、前記被検出物質と抗原抗体反応を生じる固定化用物質が固定された
判定部とを備え、前記試験容器が、前記試験具の前記試験容器の内壁への付着を防止する
ための内壁付着防止部を備える。
【００１５】
　内壁付着防止部は、前記試験具の前記試験容器の内壁への付着を防止する機能を有する
もの（より具体的には，前記試験具が試験容器に収容された試料に浸漬されたときに、前
記試験具の少なくとも一部が前記試験容器の内壁に付着しないようにする機能を有するも
の）であればよく、具体的には種々の実施形態が考えられる。
　ここでは、具体例として、内壁付着防止部が（１）試験容器の入口よりも開口が小さい
貫通孔を有する部材で構成される場合、（２）前記試験具の試料添加部を試験容器底部の
中央部に案内する案内部である場合、（３）前記試験容器の内壁に設けられた突起部であ
る場合の実施形態を例にとって説明を進める。
　以下の説明では、最初に、試験容器の種々の実施形態について説明し、最後に、試験具
の種々の実施形態について説明する。
【００１６】
１．内壁付着防止部が試験容器の入口よりも開口が小さい貫通孔を有する部材で構成され
る場合の実施形態
　図１は、内壁付着防止部が試験容器の入口よりも開口が小さい貫通孔を有する部材で構
成される場合の一実施形態のイムノクロマトグラフィー用キットを示す。このキットは、
試料中の被検出物質を検出するためのイムノクロマトグラフィー用試験具１と、前記試料
を収容できる試験容器３とを備える。試験容器３は、一端に試料を受け入れる入口３ａと
、試験具１の試験容器３の内壁への付着を防止するための内壁付着防止部１５を有する。
試験具１は、前記入口３ａから前記試験容器３に挿入されて用いられる。内壁付着防止部
１５は、試験容器３の入口よりも開口が小さい貫通孔を有する部材で構成されている。な
お、試験容器３の図は、図示の便宜上、わずかに上方から見たものを表示している。
【００１７】
　本実施形態では、内壁付着防止部１５は、試験容器３の入口よりも開口が小さい貫通孔
を有する部材で構成されているので、試験容器３に注入された試料が、試験容器３の転倒
時に外部に飛び出すのを防ぐことができる。従って，本実施形態の内壁付着防止部１５は
、試料漏出防止機能を有する。内壁付着防止部１５は、試験具１を試験容器３に挿入した
ときの判定部（すなわち、第１判定部１１Ａ）の位置よりも下側の位置に設けられている
。この場合、試験容器３が転倒しても試料が判定部に触れないので、試験容器３を起こし
て検査を再開することができる。内壁付着防止部１５は、試験具１を試験容器３に挿入し
たときの標識保持部（すなわち、標識保持部材９）の位置よりも下側の位置に設けること
が好ましい。この場合、標識保持部に保持された標識物質が試料に溶出するのを防ぐこと
ができる。
　内壁付着防止部１５の拡大図を図２（ａ）、図２（ａ）を真上から見た図を図２（ｂ）
、図２（ｂ）のＩ－Ｉ断面図を図２（ｃ）に示す。各図には必要な範囲で試験容器３の内
壁３ｃも点線で示す。
【００１８】
　内壁付着防止部１５は、試験容器３内に挿入されたリング状部材によって構成される。
このリング状部材は、樹脂などからなり、ある程度の弾性を有しており、弾性力によって
所望位置に保持される。リング状部材は、接着剤によって所望位置に接着されてもよい。
なお、リング状部材の代わりに、リングの一部が途切れた形状のもの（図３（ａ）参照）
や、リングの一部が重なった形状のもの（図３（ｂ）参照）を用いてもよい。図３（ａ）
又は（ｂ）のような形状の部材を「擬似リング状部材」と呼ぶ。擬似リング状部材は、そ
の径が比較的変化しやすいので、試験容器３内に挿入しやすい。
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【００１９】
　内壁付着防止部１５は、貫通孔１７を有している。貫通孔１７は、試験容器３の入口３
ａ側及び底３ｂ側にそれぞれ第１開口１７ａ、第２開口１７ｂを有する。本明細書におい
て、単に「開口」と呼ぶときは、第１開口１７ａと第２開口１７ｂのうちの小さい方を意
味する。
　第２開口１７ｂは、第１開口１７ａよりも小さい。第１開口１７ａは、試験容器３の入
口３ａと同程度のサイズであり、第２開口１７ｂは、試験容器３の入口３ａよりも小さい
。従って、貫通孔１７は、試験容器３の底３ｂに向かって先細りである。貫通孔１７の側
面１７ｃは、外側に開いた斜面になっている。内壁付着防止部１５は、試験容器３の底３
ｂに向かって先細りである錐台形（より具体的には、円錐台形）である。内壁付着防止部
１５の側面１５ａと貫通孔１７の側面１７ｃは、実質的に平行である。この場合、内壁付
着防止部１５の側面（錐台形の斜面）１５ａと試料容器３の内壁３ｃとの間に、試験容器
３の転倒時に液体状の試料が溜まる液溜まり部１９が形成される。この場合、転倒時に試
料が外部にさらに流出しにくい。
【００２０】
　次に、本実施形態のイムノクロマトグラフィー用キットの使用方法について、図４（ａ
）～（ｃ）を用いて説明する。
【００２１】
　　まず、図４（ａ）に示すように、綿棒２１を用いて採取した患者の鼻腔吸引液などの
検体を、検体希釈容器２２内に収容された展開溶媒２３に希釈して、検査用の試料２４を
調製する。次に、検体希釈容器２２に試料注入器２７を取り付ける。試料注入器２７は、
断面形状が実質的に円形である注入部２７ａを有する。注入部２７ａは、楕円形や四角形
などの他の形状であってもよい。
【００２２】
　次に、図４（ｂ）に示すように、注入部２７ａを試験容器３に挿入し、検体希釈容器２
２の側面を押圧することによって、試料２４を試験容器３内に所定量注入する。内壁付着
防止部１５の貫通孔１７が試験容器３の底３ｂに向かって先細りなので、試料２４が貫通
孔１７の側面１７ｃに付着したときでも、試料２４は、試験容器３の底３ｂに導かれる。
【００２３】
　次に、図４（ｃ）に示すように、試験具１を試験容器３に挿入する。貫通孔１７の側面
１７ｃが試験容器３の入口３ａに向かって広がっているので、比較的容易に試験具１を挿
入することができる。この状態で、１０～２０分程度放置すると、試料２４が毛管現象に
より、試料添加用部材７、標識保持部材９、クロマト用膜担体１１、吸収部材１３を順次
移動する。試料２４が、標識保持部材９を通過する際に、標識保持部材９に保持されてい
る標識物質（第１、第２及び対照用標識物質）が展開溶媒に溶出する。試料中にＦｌｕＡ
ウィルス又はＦｌｕＢウィルスが含まれていると、上述した作用により、第１判定部１１
Ａ又は第２判定部１１Ｂには青色のライン２９ａが現れる。また、ウィルスの有無に関わ
らず、対照部１１Ｃに赤色のライン２９ｂが現れる（図４（ｃ）は、検体中にＦｌｕＡウ
ィルスが含まれていた場合を示している。）。
【００２４】
　以下、図１の内壁付着防止部１５又は試験容器３の種々の実施形態を示す。
（１）円柱形の内壁付着防止部
　円柱形の内壁付着防止部１５を図５（ａ）～（ｃ）に示す。図５（ａ）～（ｃ）は、図
２（ａ）～（ｃ）に対応している。
【００２５】
　この内壁付着防止部１５の貫通孔１７の形状は、図２のものと同じであるが、外形が円
柱形である。内壁付着防止部１５の側面１５ａは、試験容器３の長軸方向（試験容器３の
底３ｂから入口３ａに向かう方向）に平行なので、試験容器３の内壁３ｃとの接触面積が
広くなる。従って、本実施形態の内壁付着防止部１５は、安定して試験容器３に保持され
る。
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【００２６】
（２）細長い形状の開口を有する内壁付着防止部
　細長い形状の第２開口１７ｂを有する内壁付着防止部１５を図６（ａ）～（ｃ）に示す
。図６（ａ）～（ｃ）は、図２（ａ）～（ｃ）に対応している。
【００２７】
　この内壁付着防止部１５における貫通孔１７の第２開口１７ｂは、細長い形状（より具
体的には長方形）になっている。第２開口１７ｂは、楕円形などであってもよい。
　第２開口１７ｂに試験具１を挿入すると、その状態では試験具１は、自由に回転するこ
とができず、その回転可能な範囲は＋／－４５度以下である。なお、「＋／－」とは、「
時計周りと反時計周りのそれぞれについて」という意味である。従って、例えば、「＋／
－４５度以下」とは、ある配置を基準にして、時計回りの回転可能な範囲が４５度以下で
あり、かつ反時計周りの回転可能な範囲が４５度以下であることを示している。
【００２８】
　この実施形態は、例えばラックなどに複数の試験容器３を並べて配置して検査を行い、
その結果を一方向から確認するときに有利である。試験具１が自由回転可能であれば、判
定部を備える面が横や後を向いたりして、正面から結果を確認できない場合があるが、本
実施形態では、試験容器３の方向を適切に設置して、判定部を備える面が正面を向くよう
に試験具１を挿入すれば、試験具１の回転角度は＋／－４５度以下なので、正面から検査
結果の確認を行うことができる。
【００２９】
　このような観点からは試験具１の回転可能な範囲は小さい方がよく、好ましくは＋／－
３０度以下である。回転可能な範囲を小さくするには、細長い形状の第２開口１７ｂの幅
を狭くすればよい。一方、この幅を狭くすると、試料２４が第２開口１７ｂを通過しにく
くなる。従って、この観点からは細長い形状の第２開口１７ｂの幅はある程度太い方が好
ましく、試験具１の回転可能な範囲が＋／－１０度以上、好ましくは＋／－２０度以上に
なる程度の太さであることが好ましい。
【００３０】
　試験容器３は、図１のような円柱形であってもよいが、図７のような四角柱形（より具
体的には直方柱又は正方柱形）であってもよい。内壁付着防止部１５の形状は、試験容器
３の形状に合わせて適宜変更する。第２開口１７ｂは、細長い形状とする。この場合、ラ
ックなどに複数の試験容器３を並べて配置して検査を行うとき、試験容器３の方向を容易
に揃えることができる。従って、この実施形態によれば、正面から検査結果の確認を行え
るように試験容器３を配置することが容易である。なお、試験容器３の外側の形状が四角
柱形で、内側の形状が円柱形であってもよい。
【００３１】
　内壁付着防止部１５の位置を変更した試験容器３を図８（ａ），（ｂ）に示す。内壁付
着防止部１５は、試験容器３のどの位置に配置してもよいので、図８（ａ）のように試験
容器３の入口３ａと底３ｂの中央近傍に配置してもよく、図８（ｂ）のように入口３ａの
近傍に配置してもよい。
【００３２】
（４）内壁付着防止部が試験容器の入口に配置された試験容器
　内壁付着防止部１５が試験容器３の入口３ａに配置された試験容器を図９に示す。図９
の内壁付着防止部１５を図１０（ａ）～（ｃ）に示す。図１０（ａ）～（ｃ）は、図２（
ａ）～（ｃ）に対応している。
【００３３】
　この実施形態では、内壁付着防止部１５は、試験容器３の入口３ａに取り付けられてい
る。内壁付着防止部１５は、図８（ｂ）のように入口３ａ近傍に取り付けられていてもよ
い。貫通孔１７の第１開口１７ａと第２開口１７ｂは実質的に同じ形状である。貫通孔１
７は、図５（ａ）～（ｃ）に示すように入口３ａに向かって広がっていてもよい。第２開
口１７ｂは、細長い形状の部分３１ａと、図４（ｂ）の試料注入器２７の注入部２７ａの
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受け入れ部３１ｂとが組み合わさった形状である。
【００３４】
　細長い形状の部分３１ａは、図６（ａ）～（ｃ）の細長い形状の第２開口１７ｂと同様
に、試験具１が挿入されたときに試験具１が回転可能な範囲が＋／－４５度以下になるよ
うに構成される。この角度は、＋／－３０度以下が好ましい。受け入れ部３１ｂは、注入
部２７ａを受け入れ可能なサイズであればよく、注入部２７ａと実質的に同じサイズであ
るか、注入部２７ａよりも大きいことが好ましい。受け入れ部３１ｂは、注入部２７ａと
相似した形状であることがさらに好ましい。
【００３５】
第２開口１７ｂが図６のような細長い形状である場合、開口の幅が狭いので、試料２４が
貫通孔１７を通過しにくいという問題が生じることがあるが、本実施形態によれば、注入
部２７ａを貫通孔１７に突き刺した状態で試料２４の注入を行うことができるので、上記
問題は生じ得ない。
【００３６】
　ここまでの実施形態では、内壁付着防止部１５は、試験容器３にリング状部材を取り付
けることによって形成したが、内壁付着防止部１５は、以下に示す方法で形成することも
できる。
【００３７】
（１）２つの筒状部材の連結による試験容器の作製
　試験容器３は、図１１（ａ）に示すように、端部３３に内壁付着防止部１５を有する貫
通筒状部材３５ａと、試料を収容可能な有底筒状部材３５ｂとを準備し、図１１（ｂ）に
示すように、貫通筒状部材３５ａの端部３３に有底筒状部材３５ｂを嵌め込むことによっ
て、両者を連結することにより作製することができる。この実施形態では、嵌め易さの観
点から端部３３は、先細りになっていることが好ましい。また、ここでは、図１の試験容
器３に類似した試験容器を例にとって図示したが、この方法は、基本的に、ここまで説明
した何れの実施形態の試験容器についても適用可能である。
【００３８】
　また、別の実施形態では、試験容器３は、図１２（ａ）に示すように、貼り合わせ面３
３ａを有する端部３３に内壁付着防止部１５を有する貫通筒状部材３５ａと、貼り合わせ
面３３ｂを有し、かつ試料を収容可能な有底筒状部材３５ｂとを準備し、これらを図１２
（ｂ）に示すように、貼り合わせ面３３ａ，３３ｂを互いに貼り合わせることによって、
貫通筒状部材３５ａの端部３３に有底筒状部材３５ｂを連結することにより作製すること
ができる。
【００３９】
（２）２つの縦割り部材の貼り合わせによる試験容器の作製
　　試験容器３は、図１３（ａ）に示すように、内壁付着防止部１５を有する試験容器３
を、試験容器３の中心を通る縦断面で分割した構造からなる一対の構造部材３７を準備し
、図１３（ｂ）に示すように、構造部材３７を互いに貼り合わせることによって作製する
ことができる。作製された試験容器３には、貼り合わせの跡３９が存在する。
【００４０】
　この方法は、基本的に、ここまで説明した何れの実施形態の試験容器についても適用可
能である。但し、内壁付着防止部１５は、図５（ａ）～（ｃ）に示すように、円柱形であ
ることが好ましい。構造部材３７は射出成形で形成することができるが、内壁付着防止部
１５が円柱形である場合、金型から構造部材３７を取り出しやすいからである。
【００４１】
２．内壁付着防止部が前記試験具の試料添加部を試験容器底部の中央部に案内する案内部
である場合の実施形態
　図１４は、内壁付着防止部が前記試験具の試料添加部を試験容器底部の中央部に案内す
る案内部である場合の一実施形態のイムノクロマトグラフィー用キットを示す。このキッ
トは、試料中の被検出物質を検出するためのイムノクロマトグラフィー用試験具１と、前
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記試料を収容できる試験容器４０とを備える。試験容器４０は、一端に試料を受け入れる
入口４０ａを有する。試験具１は、前記入口４０ａから前記試験容器４０に挿入されて用
いられる。なお、試験容器４０の図は、図示の便宜上、わずかに上方から見たものを表示
している。
【００４２】
　説明のため、図１４の試験容器４０の平面図を図１５（ａ）に示し、図１５（ａ）のＩ
－Ｉ断面図を図１５（ｂ）に示す。試験容器４０は、試験具１の試料添加部材７を試験容
器４０の底部の中央部４０ｂに案内する案内部として機能する内壁付着防止部４１を備え
る。試験容器４０は、四角柱形である。内壁付着防止部４１は、試験容器４０の内壁４０
ｃから試験容器４０の底部の中央部４０ｂに向かうテーパー面４１ａを有する。テーパー
面４１ａは、試験容器４０の内壁４０ｃから遠ざかるにつれて試験容器４０の底部に近づ
くように、傾いている。内壁付着防止部４１は、試験容器４０の底部の中央部４０ｂに、
試料添加部材７を受け入れるスリット４１ｂを備える。スリット４１ｂは、図１５（ａ）
に示すような平面図においてスリット４１ｂの方向が試験容器４０の少なくとも１つの内
壁４０ｃと平行になるように形成される。スリット４１ｂは、２つの側面４１ｃによって
形成される。これらの側面４１ｃは、互いに実質的に平行である。それぞれの側面４１ｃ
は、試験容器４０の底面に対して実質的に垂直である。
【００４３】
　　スリット４１ｂは、試験具１を試験容器の内壁４０ｃから遠ざける機能を有すると共
に、試験容器４０内での試験具１の自由回転可能な範囲を制限し、試験具１の向きをある
程度定めるという機能を有している。従って、スリット４１ｂの幅は広すぎない方がよく
、試験具１の回転可能な範囲が＋／－４５度以下（好ましくは＋／－４０度以下、さらに
好ましくは、＋／－３０度以下）になる程度の幅であることが好ましい。
【００４４】
　内壁付着防止部４１は、射出成形などによって、試験容器４０と一体で形成してもよい
し、試験容器４０に別部材を挿入して、その底部に固定することによって形成してもよい
。試験容器４０及び内壁付着防止部４１は、樹脂やガラスなどで作製することができる。
【００４５】
　次に、本実施形態のキットの使用方法の一例について、図１６（ａ）を用いて説明する
。
【００４６】
　まず、ラックなどに複数の試験容器４０を並べて配置する。このとき、試験容器４０は
、スリット４１ｂが同じ方向を向くように配置する。次に、患者の鼻腔吸引液などの検体
を展開溶媒に希釈して調製した試料２４を試験容器４０内に所定量注入する。次に、試験
具１を試験容器４０に挿入する。試験具１の試料添加部材７は、内壁付着防止部４１のテ
ーパー面４１ａによって試験容器４０の底部の中央部４０ｂに導かれ、最終的に、スリッ
ト４１ｂ内に収容される。
【００４７】
　　この状態で、１０～２０分程度放置すると、試料２４が毛管現象により、試料添加用
部材７、標識保持部材９、クロマト用膜担体１１、吸収部材１３を順次移動する。試料２
４が、標識保持部材９を通過する際に、標識保持部材９に保持されている標識物質（第１
、第２及び対照用標識物質）が展開溶媒に溶出する。試料中にＦｌｕＡウィルス又はＦｌ
ｕＢウィルスが含まれていると、上述した作用により、第１判定部１１Ａ又は第２判定部
１１Ｂには青色のライン２９ａが現れる。また、ウィルスの有無に関わらず、対照部１１
Ｃに赤色のライン２９ｂが現れる（図１６（ａ）は、検体中にＦｌｕＡウィルスが含まれ
ていた場合を示している。）。参考のため、矢印Ｘの方向から見たときのライン２９ａ、
２９ｂ近傍の図を図１６（ｂ）に示す。
【００４８】
　本実施形態のキットを使用すると、試験具１の試料添加部材７がスリット４１ｂ内に収
容されるので、試験具１は、必然的に試験容器４０の内壁４０ｃから離される。従って、
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試験容器４０の内壁４０ｃへの試験具１の貼り付きが防止される。また、スリット４１ｂ
は、図１５（ａ）の平面図において、試験容器４０の内壁４０ｃと平行に延びるように形
成されているので、試験具１のクロマト用膜担体１１等が固定されている面は、矢印Ｘの
方向を向く。このように、試験具１の向きは、スリット４１ｂによってある程度定められ
るので、試験容器４０をラックに配置するときにスリット４１ｂの向きを揃えておくこと
によって、各試験容器４０に挿入された試験具１の向きを揃えることができる。従って、
本実施形態によれば、複数の試験容器４０を用いて、複数の検体の検査を行うとき、一方
向からその結果の観察を行うことができる。
【００４９】
　試験容器４０は、図１５（ａ）のような、平面図が四角形になる形状に限られず、その
他の形状であってもよい。試験容器４０の種々の実施形態を、図１７（ａ）～（ｄ）の平
面図に示す。試験容器４０は、図１７（ａ）に示すように、平面図が円形になる形状であ
ってもよく、図１７（ｂ）に示すように、平面図において、スリット４１ｂを挟んで一方
のみの内壁が丸くなっている形状であってもよく、図１７（ｃ）に示すように、平面図に
おいて、スリット４１ｂを挟んで一方の内壁の幅が他方の内壁の幅よりも狭くなっている
形状であってもよく、図１７（ｄ）に示すように、平面図が六角形になる形状であっても
よい。図１７（ｃ）の形状において、幅が狭い方の内壁の幅は、試験具１の幅よりも狭い
ことが好ましい。この場合、試験具１がこの内壁にさらに貼り付きにくくなるからである
。同様に、図１７（ｄ）の形状において、スリット４１ｂと平行な内壁の幅は、試験具１
の幅よりも狭いことが好ましい。
【００５０】
　また、図１８に示すように、試験容器４０の少なくとも１つの側壁は、試験容器４０の
容積を増加させる方向に膨らんだ曲面になっていてもよい。この場合、試験具１が試験容
器４０の内壁４０ｃにさらに貼り付きにくくなる。
【００５１】
　内壁付着防止部４１は、図１５（ｂ）に示すような形状に限られず、その他の形状であ
ってもよい。内壁付着防止部４１の形状が異なる試験容器４０の種々の実施形態を図１９
（ａ）～（ｃ）に示す。図１９（ａ）は、内壁付着防止部４１のスリット４１ｂの側面４
１ｃが、試験容器４０の底面に垂直になっていない例である。図１９（ａ）では、スリッ
ト４１ｂは、テーパー面４１ａよりも試験容器４０の底面に対する角度が大きいスリット
側面４１ｃによって構成されている。図１９（ｂ）では、内壁付着防止部４１は、スリッ
ト４１ｂを備えていない。この場合でも、内壁付着防止部４１は、試験具１の試料添加部
材７を試験容器底部の中央部４０ｂに導く機能を有する。図１９（ｃ）では、試験容器４
０の底部が尖っている。
【００５２】
３．内壁付着防止部が試験容器の内壁に設けられた突起部である場合の実施形態
　図２０は、内壁付着防止部が試験容器の内壁に設けられた突起部である場合である場合
の一実施形態のイムノクロマトグラフィー用キットを示す。このキットは、試料中の被検
出物質を検出するためのイムノクロマトグラフィー用試験具１と、前記試料を収容できる
試験容器４３とを備える。試験容器４３は、一端に試料を受け入れる入口４３ａを有する
。試験具１は、前記入口４３ａから前記試験容器４３に挿入されて用いられる。なお、試
験容器４３の図は、図示の便宜上、わずかに上方から見たものを表示している。
【００５３】
　説明のため、図２０の試験容器４３の平面図を図２１（ａ）に示し、図２１（ａ）のＩ
－Ｉ断面図を図２１（ｂ）に示す。
　試験容器４３は、試験容器４３の内壁４３ｂに設けられた突起部からなる内壁付着防止
部４５を備える。この突起部によって試験具１と試験容器４３の内壁４３ｂの間に空間が
形成され，これによって，試験具１の試験容器４３の内壁４３ｂへの付着が防止される。
　試験容器４３は、直方柱形である。従って、試験具１が試験容器４３に挿入されると、
試験具１は，試験容器４３内で自由に回転できず、その向きがある程度定められ、試験容
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器４３の特定の内壁に対向する。試験容器４３は、試験具１の回転可能な範囲が＋／－４
５度以下（好ましくは＋／－４０度以下、さらに好ましくは、＋／－３０度以下）になる
ような形状であることが好ましい。
　一例では、試験容器４３の内壁間距離は、５ｍｍ×８ｍｍであり、壁厚は、１ｍｍであ
る。
【００５４】
　内壁付着防止部４５は、試験具１の試験容器４３の内壁４３ｂへの付着を防止するため
に設けられるので、試験具１の前面又は背面が接触する可能性がある内壁４３ｂに設けら
れる。試験容器４３の互いに対向する二対の内壁（紙面に平行な一対の内壁と，紙面に垂
直な一対の内壁）のうち面積が広い方の一対の内壁（紙面に垂直な一対の内壁）４３ｂに
試験具１の前面（判定部等が形成された面）又は背面（基材５が露出している面）が接触
する可能性があるので、内壁付着防止部４５は、この一対の内壁４３ｂに１つずつ設けら
れている。内壁付着防止部４５は、内壁４３ｂの中央付近に設けられている。内壁付着防
止部４５は、先端が丸みを帯びた円錐状である。
　一例では、内壁付着防止部４５は、内壁から１ｍｍ突出しており、円錐の最も広がった
部分の直径は、３ｍｍである。
【００５５】
　内壁付着防止部４５は、射出成形などによって、試験容器４３と一体で形成してもよい
し、試験容器４３に別部材を固定することによって形成してもよい。また，内壁付着防止
部４５は、試験容器４３の壁を内側に窪ませることによって形成してもよい。試験容器４
３及び内壁付着防止部４５は、樹脂やガラスなどで作製することができる。試験容器４３
と内壁付着防止部４５の材料は，同じであっても，互いに異なっていてもよい。
【００５６】
　次に、本実施形態のキットの使用方法の一例について、図２２を用いて説明する。
　まず、患者の鼻腔吸引液などの検体を展開溶媒に希釈して調製した試料２４を試験容器
４３内に所定量注入する。次に、試験具１を試験容器４３に挿入する。
　　この状態で、１０～２０分程度放置すると、試料２４が毛管現象により、試料添加用
部材７、標識保持部材９、クロマト用膜担体１１、吸収部材１３を順次移動し、検体の検
査が行われる。
【００５７】
　試験具１の前面又は背面が試験容器４３の内壁４３ｂの貼り付くと、検査精度の低下を
招く等の問題が生じ得るが、本実施形態では、試験容器４３の内壁４３ｂに内壁付着防止
部４５が設けられているので、図２２に示すように、試験具１の基材５が試験容器４３の
内壁４３ｂに付着することがなく、上記問題が生じ得ない。
【００５８】
　ここまで、特定の実施形態を例にとって説明してきたが、本発明は、この実施形態に限
定されるものではなく、種々の変形が可能である。
　試験容器４３は、直方柱形に限られず、その他の形状、例えば正方柱形であってもよい
。この場合、試験容器４３の４つの内壁の全てに試験具１の前面又は背面が接触する可能
性があるので、内壁付着防止部４５は、４つの内壁のそれぞれに設けられることが好まし
い。内壁付着防止部４５は、試験具１の前面又は背面が接触する可能性がある全ての内壁
に設けてもよいが，必要に応じて，試験具１の前面が接触する可能性がある内壁のみ，又
は試験具１の背面が接触する可能性がある内壁のみに設けてもよい。
【００５９】
　内壁付着防止部４５を設ける数は、特に限定されず、１つのみであっても２つ以上であ
ってもよい。内壁付着防止部４５を設ける位置は、限定されず、例えば、試験容器４３の
底に近い位置に設けてもよく、入口に近い位置に設けてもよい。
　内壁付着防止部４５の形状は、特に限定されず、半球状、円柱状、多角錐状又は多角柱
状など何れの形状であってもよい。内壁付着防止部４５の先端は、尖っていても、丸みを
帯びていてもよい。
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【００６０】
４．試験具の説明
　次に、上記各実施形態のキットの試験具について詳細に説明する。
　図２３（ａ）、（ｂ）は、図１、図１４及び図２０の試験具１の側面図、正面図である
。図２３（ａ）、（ｂ）に示すように、試験具１は、表面に粘着層を有するプラスチック
板からなる基材５上に、レーヨンの不織布からなる試料添加用部材７と、グラスファイバ
ーの不織布からなる標識保持部材９と、ニトロセルロースの多孔体からなるクロマト用膜
担体１１と、セルロースの不織布からなる吸収部材１３とを備える。試料添加用部材７は
、試験容器３に収容された試料に浸漬される試料添加部として機能する。標識保持部材９
は、試料添加用部材７に接触して配置され、試料中の被検出物質と抗原抗体反応を生じる
標識物質を保持する標識保持部として機能する。クロマト用膜担体１１は、標識保持部材
９に接触して配置され、被検出物質と抗原抗体反応を生じる固定化用物質が固定された判
定部を有する。吸収部材１３は、クロマト用膜担体１１と接触するように配置されている
。
【００６１】
　クロマト用膜担体１１には、上流側から順に、ライン状の第１判定部１１Ａ、第２判定
部１１Ｂ及び対照部１１Ｃが形成されている。標識保持部材９には、第１標識物質、第２
標識物質及び対照用標識物質が保持されている。第１判定部１１Ａ、第２判定部１１Ｂ及
び対照部１１Ｃには、固定化用物質として、それぞれ、抗インフルエンザＡ抗体、抗イン
フルエンザＢ抗体（以下、それぞれ「抗ＦｌｕＡ抗体」、「抗ＦｌｕＢ抗体」とする。）
、ビオチンが固定されている。また、第１判定部１１Ａ、第２判定部１１Ｂ及び対照部１
１Ｃに対応する位置には、それぞれ、その種別を示す表示「Ａ」、「Ｂ」、「！」が印刷
されている。第１標識物質及び第２標識物質は、それぞれ、青色ラテックス粒子で標識さ
れた抗ＦｌｕＡ抗体及び抗ＦｌｕＢ抗体であり、対照用標識物質は、赤色ラテックス粒子
で標識されたアビジンである。抗ＦｌｕＡ抗体及び抗ＦｌｕＢ抗体は、それぞれ、第１被
検出物質であるインフルエンザＡ型ウィルス及び第２被検出物質であるインフルエンザＢ
型ウィルス（以下、それぞれ「ＦｌｕＡウィルス」、「ＦｌｕＢウィルス」とする。）と
抗原抗体反応により結合する。
【００６２】
　ＦｌｕＡウィルスを例にとると、試料中にＦｌｕＡウィルスが含まれていると、標識保
持部材９にある標識された抗ＦｌｕＡ抗体は、ＦｌｕＡウィルスの所定部位を認識して、
抗原抗体反応により結合して複合体を形成する。次に、クロマト用膜担体１１にある抗Ｆ
ｌｕＡ抗体は、ＦｌｕＡウィルスの別の部位を認識して複合体を捕捉する。複合体が捕捉
されると、第１判定部１１Ａには青色のラインが現れ、ＦｌｕＡウィルスが目視により検
出される。
【００６３】
　また、アビジンは、クロマト用膜担体１１にある抗ＦｌｕＡ抗体、抗ＦｌｕＢ抗体には
捕捉されないが、ビオチンと特異的に結合するので、対照部１１Ｃに固定されたビオチン
に捕捉される。アビジンが捕捉されると、対照部１１Ｃには赤色のラインが現れ、アビジ
ンが対照部１１Ｃに到達したことが目視される。対照部１１Ｃは、第１判定部１１Ａ及び
第２判定部１１Ｂの下流に設けられるので、赤色のラインを確認することにより、試料が
第１判定部１１Ａ及び第２判定部１１Ｂを通過したことが確認される。
【００６４】
　次に、試験具１の種々の実施形態について説明する。試験具１は、図２３（ａ），（ｂ
）に示したもの以外に、図２４（ａ）～（ｃ）に示すものなどであってもよい。図２４（
ａ）の試験具では、試料添加用部材７が、標識保持部材９を覆ってクロマト用膜担体１１
に接触するように構成されている。図２４（ｂ）の試験具では、標識保持部材９が、クロ
マト用膜担体１１と間隔を介して配置され、試料添加用部材７が、標識保持部材９を覆っ
てクロマト用膜担体１１に接触するように構成されている。図２４（ｃ）の試験具では、
標識保持部材９が、クロマト用膜担体１１と間隔を介して配置され、展開用部材４７が、
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標識保持部材９及びクロマト用膜担体１１と接触するように配置されている。展開用部材
４７は、試料添加用部材７と同様にレーヨン、グラスファイバー又はセルロースファイバ
ーなどの種々の素材の不織布で構成することができる。図２４（ｂ），（ｃ）の構成では
、標識保持部材９とクロマト用膜担体１１の間に試料の展開速度が速い部材が挟まれてい
るので、標識保持部材９内の標識物質の溶出が速くなり、迅速な測定が可能になる。
【００６５】
　ここまで、特定の実施形態を例にとって説明してきたが、本発明は、この実施形態に限
定されるものではなく、種々の変形が可能である。
【００６６】
　本発明で用いられる被検出物質は抗原抗体反応を生じる物質であれば特に限定されず、
細菌、原生生物や真菌などの細胞、ウィルス、タンパク質、多糖類などが挙げられる。例
えば、前記インフルエンザウイルスのほか、パラインフルエンザウイルス、ＲＳウイルス
、マイコプラズマニューモニエ、ロタウイルス、カルシウイルス、コロナウイルス、アデ
ノウイルス、エンテロウイルス、ヘルペスウイルス、ヒト免疫不全ウィルス、肝炎ウィル
ス、重症急性呼吸器症候群の病原ウィルス、大腸菌、スタフィロコッカスアウレウス、ス
トレプトコッカスニューモニエ、ストレプトコッカスピヨゲネス、マラリア原虫、その他
、消化器系疾患、中枢神経系疾患、出血熱等の様々な疾患の病原体、これらの代謝産物、
癌胎児性抗原やシフラなどの腫瘍マーカー、ホルモンなどが例示される。
【００６７】
　基材５は、試料添加用部材７や標識保持部材９などの上記部材を適切に配置するための
ものであり、プラスチック以外にも紙やガラスなど種々の材質のものを用いることができ
る。試料添加用部材７は、レーヨン以外にも、グラスファイバー又はセルロースファイバ
ーなどの種々の素材で形成することができる。標識保持部材９は、グラスファイバー以外
にも、セルロースファイバーなどの種々の素材で形成することができる。クロマト用膜担
体１１は、ニトロセルロース以外にも、ナイロン（例えば、カルボキシル基やアルキル基
を置換基として有してもよいアミノ基が導入された修飾ナイロン）、ポリビニリデンジフ
ルオリド（ＰＶＤＦ）、セルロースアセテートなどの種々の素材で形成することができる
。吸収部材１３は、セルロース以外にも、グラスファイバーなどの種々の素材で形成する
ことができる。試料添加用部材７、標識保持部材９、クロマト用膜担体１１及び吸収部材
１３には、不織布又は多孔体以外にも、毛管現象により試料を展開可能な種々の構造のも
のを用いることができる。
【００６８】
　クロマト用膜担体１１は、被検出物質の種類に応じて判定部を１つだけ備えてもよく、
２つ以上備えてもよい。また、クロマト用膜担体１１は、対照部を備えなくてもよい。ま
た、判定部・対照部は、ライン状でなくてもよく、例えば円状、方形状などに形成しても
よい。標識保持部材９は、標識物質を１種だけ保持してもよく、２種以上保持してもよい
。また、標識保持部材９は、対照用標識物質を保持しなくてもよい。標識物質は、青や赤
以外のラテックス粒子や、金などの金属コロイド、色素分子などで標識されてもよい。標
識物質が２種以上ある場合、各標識物質は、互いに異なる色に標識されても、同じ色に標
識されてもよい。さらに標識物質及び対照用標識物質は、互いに異なる色に標識されても
、同じ色に標識されてもよい。
【００６９】
　上記実施形態では、第１判定部１１Ａ、第２判定部１１Ｂ及び対照部１１Ｃの種別表示
をクロマト用膜担体１１に印刷したが、これらの種別表示は、印刷以外の方法で付しても
よいし、付さなくてもよい。また、試験具１を試験容器３に挿入したときに第１判定部１
１Ａ、第２判定部１１Ｂ及び対照部１１Ｃの位置に対応する試験容器３上の位置に、上記
種別表示を付してもよい。また、種別表示は、「Ａ」、「Ｂ」、「！」以外であってもよ
い。
【００７０】
　固定化用物質及び標識物質には、種々の抗体又は抗原を用いることができる。すなわち
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、被検出物質が抗原である場合、固定化用物質及び標識物質は、この抗原と抗原抗体反応
を生じる抗体を用い、被検出物質が抗体である場合、固定化用物質及び標識物質は、この
抗体と抗原抗体反応を生じる抗原又は被検出物質である抗体と抗原抗体反応を生じる抗体
を用いることができる。
【００７１】
　対照部の固定化用物質がアビジンであり、対照用標識物質がビオチンであってもよい。
さらに、対照部の固定化用物質と対照用標識物質は、ビオチンとアビジンの組み合わせ以
外であってもよい。例えば、抗原抗体反応により結合する組み合わせであってもよい。例
えば、対照用標識物質に抗原を用い、対照部の固定化用物質にこの抗原と抗原抗体反応を
生じる抗体を用いる。この逆であってもよい。対照用標識物質には、被検出物質や判定部
の固定化用物質と抗原抗体反応しないものを用いる。
【００７２】
　以上の実施形態で示した種々の特徴は、互いに組み合わせることができる。１つの実施
形態中に複数の特徴が含まれている場合、そのうちの１又は複数個の特徴を適宜抜き出し
て、単独で又は組み合わせて、本発明のキットに採用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００７３】
【図１】本発明の、内壁付着防止部が試験容器の入口よりも開口が小さい貫通孔を有する
部材で構成される場合の一実施形態のイムノクロマトグラフィー用キットの構成を示す。
【図２】（ａ）は、図１のキットの試験容器の内壁付着防止部の拡大図、（ｂ）は、（ａ
）を真上から見た図、（ｃ）は、（ｂ）のＩ－Ｉ断面図である。
【図３】（ａ），（ｂ）は、図２（ｂ）に対応した図であり、（ａ）はリングの一部が途
切れた形状のもの、（ｂ）はリングの一部が重なった形状のものを示す。
【図４】（ａ）～（ｃ）は、図１のキットの使用方法を示す。
【図５】（ａ）～（ｃ）は、図２（ａ）～（ｃ）に示す内壁付着防止部の円柱形の実施形
態を示す。
【図６】（ａ）～（ｃ）は、図２（ａ）～（ｃ）に示す内壁付着防止部の別の実施形態で
あり、貫通孔が細長い開口を有する。
【図７】図１のキットの試験容器の別の実施形態であり、四角柱形である。
【図８】（ａ）、（ｂ）は、図１のキットの試験容器の別の実施形態であり、それぞれ、
内壁付着防止部の位置が変更されたものである。
【図９】図１のキットの試験容器の別の実施形態であり、試験容器の入口に内壁付着防止
部が形成されている。
【図１０】（ａ）は、図９の試験容器の内壁付着防止部の拡大図、（ｂ）は、（ａ）を真
上から見た図、（ｃ）は、（ｂ）のＩ－Ｉ断面図である。
【図１１】（ａ），（ｂ）は、２つの筒状部材の嵌め込みによる試験容器の作製方法を示
す。
【図１２】（ａ），（ｂ）は、２つの筒状部材の貼り合わせによる試験容器の作製方法を
示す。
【図１３】（ａ），（ｂ）は、２つの縦割り部材の貼り合わせによる試験容器の作製方法
を示す。
【図１４】本発明の、内壁付着防止部が試験具の試料添加部を試験容器底部の中央部に案
内する案内部である場合の一実施形態のイムノクロマトグラフィー用キットの構成を示す
。
【図１５】（ａ）は、図１４のキットの試験容器の平面図、（ｂ）は、（ａ）のＩ－Ｉ断
面図である。
【図１６】（ａ）は、図１４のキットの使用状態を示し、（ｂ）は、ライン１９ａ，１９
ｂ近傍を矢印Ｘ方向から見た図である。
【図１７】（ａ）～（ｄ）は、図１５（ａ）に対応した図であり、試験容器の種々の実施
形態を示す。
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【図１８】図１５（ｂ）に対応した図であり、試験容器の別の実施形態を示す。
【図１９】（ａ）～（ｃ）は、図１５（ｂ）に対応した図であり、試験容器の種々の実施
形態を示す。
【図２０】本発明の、内壁付着防止部が試験容器の内壁に設けられた突起部である場合の
一実施形態のイムノクロマトグラフィー用キットの構成を示す。
【図２１】（ａ）は、図２０のキットの試験容器の平面図、（ｂ）は、（ａ）のＩ－Ｉ断
面図である。
【図２２】図２０のキットの使用状態を示す断面図である。
【図２３】図１，図１４及び図２０のキットの試験具の（ａ）側面図、（ｂ）正面図であ
る。
【図２４】（ａ）～（ｃ）は、図１，図１４及び図２０のキットの試験具の種々の実施形
態を示す。
【符号の説明】
【００７４】
１：イムノクロマトグラフィー用試験具　３：試験容器　３ａ：試験容器の入口　３ｂ：
試験容器の底　３ｃ：試験容器の内壁　５：基材　７：試料添加用部材　９：標識保持部
材　１１：クロマト用膜担体　１３：吸収部材　１５：内壁付着防止部　１５ａ：内壁付
着防止部の側面　１７：貫通孔　１７ａ：貫通孔の第１開口　１７ｂ：貫通孔の第２開口
　１７ｃ：貫通孔の側面　１９：液溜まり部　２１：綿棒　２２：検体希釈容器　２３：
展開溶媒　２４：試料　２７：試料注入器　２７ａ：試料注入器の注入部　２９ａ：青色
ライン　２９ｂ：赤色ライン　３３：試験容器の端部　３３ａ，３３ｂ：貼り合わせ面　
３５ａ：貫通筒状部材　３５ｂ：有底筒状部材　３７：構造部材　３９：貼り合わせの跡
　４０：試験容器　４０ａ：試験容器の入口　４０ｂ：試験容器底部の中央部　４０ｃ：
試験容器の内壁　４１：内壁付着防止部　４１ａ：内壁付着防止部のテーパー面　４１ｂ
：内壁付着防止部のスリット　４１ｃ：スリットの側面　４３：試験容器　４３ａ：試験
容器の入口　４３ｂ：試験容器の内壁　４５：内壁付着防止部　４７：展開用部材
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【図１０】 【図１１】

【図１２】 【図１３】



(18) JP 4773909 B2 2011.9.14

【図１４】 【図１５】

【図１６】

【図１７】

【図１８】



(19) JP 4773909 B2 2011.9.14
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【図２３】 【図２４】
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